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for Al) Jの達成が掲げられた。そして 1980年代後半からは スエーデン，オランダ等の諸外
国による特定地域を対象にした支援プロジェクトが成功し 1990年のジョムティエン(タイ)で
の「万人のための教育宣言」を受け.世界銀行等の資金援助で1994年に郡初等教育計画 (District
Primary Education Program: DPEP)を進めた結果，大幅に就学率が向上し.1999年度には第











本論文では.2010年に施行された「無償義務教育に関する子どもの権利法 (TheRight of 





































授与されることになった(第29，30条)。既に，中央中等教育委員会 (CentralBoard of Secondary 












2007年に着手された「デリー学校パウチャ一計画 (DelhiSchool Voucher Project) Jは，公立学
校から私立学校ないし他公立学校の自由な選択を認め その費用を計画実施主体のNPO法人であ






























義務教育をはじめ学校教育制度の整備が不十分ゆえに.人材開発省 (Ministryof Human 
Resource Development: MHRD)や州の各種委員会が実施する中等教育修了試験 (Secondary
School Examination)や上級中等教育修了試験 (HigherSecondary Examination， Senior Secondary 
Certificate Examination)の受験資格に.学校教育の修了や在籍証明が不必要である場合(irregular
candidate， private candidate)が認められている 13)ロ家庭での教育だけでも.これらの試験に合格
すれば大学への進学が可能になる。こうして各種中等教育修了資格試験は ホームスクーリングを
制度として認めてきたといってよい。
( 1 ) 中央中等教育委員会 (CentralBoard of Secondary Education: CBSE)の全インド中等学校
試験 (AllIndia Secondary School Examination: AISSE)他受験資格
中央中等教育委員会の実施するデリー中等学校修了資格試験 (DelhiSecondary School 
Examination 第10学年)の受験資格は，所定の学校教育を受けた正規の受験者の他，①女子につ
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正規の教育機関に通学するには困難な障害を有すると認められた場合に受験が可能である。 2012
年現在全インド中等教育学校修了資格試験 (AllIndia Secondary School Examination 第10学
年).上級中等教育学校修了試験 (Alllndia Senior School Certificate Examination第12学年)の
受験資格に，非就学者への言及はない 14




①オープン基礎教育プログラム (OpenBasic Education Programme: OBEP)は.6歳以上の非




































( 1 )シュレヤ ・サハイの訴訟と人材開発省の初期対応
2010年に.デリー在住で 12歳になるシュレヤ ・サハイ (ShreyaSahai)の保護者で父親のサン
ディープ ・スリパスタパ (SandeepSrivastava)が. RTE i去は「間際人権規約」に認められた税
の権利を侵害している.そして憲法条項(基本権 第14.19. 21. 21A. 25. 26. 28. 29. 30条)に抵触
しているゆえ.ホームスクー リングを合法化 (accommodate)するよう同法を修正する必要があ
ると.代理人弁護士 (Adovocale)のソムナス ・パーティ (SomnathBharti)を通じて.デリー高
等放判所 (DelhiHigh Court)に訴えた。シレヤは目ホームスクーリグが好ま しいと考えていた保
護者の下で.もっと音楽や美術に時間を費やしたい. NIOSを利用しようと 第8学年の修了試験
に受験申し込みをしたが拒否された。そこで父親からの訴訟となったわけである。同年4月13日
に同裁判所は訴えを梨却したが. 18 週間以内に.保護者は人材開発行に際的{~y. を提出するよう J
指示.同省のホームスクーリングへの立場を問うよう示唆した (W.P.(C) # 1744/2010 Shreya 
Sahai & Olhers vs. Union of India & Others)。保説者は6月9日に提出している 21。
これに対し.当時の人材開発相の KapilSibal (在任2009年5月31日一2012年 10月28日)は
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ところが.この後.政府の姿勢は反転する。国立教育行政大学(NationalUniversity of Education 























(a child with disabilities)について.特に複数の障害を抱える者 (multiple disabilities)や障害
が重い者 (severedisabilities)には.r家庭での教育を選択する権利もまた有する (mayalso have 
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